
 

   船橋市認証保育所事業実施要綱  

 （目的） 

第１条 この要綱は、保育を必要とする児童が良好な環境で保育されることを目的に、児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第５９条の２第１項の規定

により届け出がされた市内に所在する認可外保育施設のうち、良好な運営をしていると

認められる施設を市長が認証することについて必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の意義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、法及び次の各号に定めるところによる。 

（１） 認証保育所 法第５９条の２第１項の規定により届け出がされた市内に所在す

る認可外保育施設のうち、この要綱で定める要件を満たし、市長が認証した施設を

いう。 

（２） 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護する者を

いう。 

（３） 保育を必要とする児童 児童の保護者のいずれもが別表第１左欄に掲げるいず

れかの区分に該当し、別表第１右欄に掲げる保育の利用期間において、認証保育所

に月６４時間以上、保育が継続して委託されている児童をいう。ただし、市長が必

要があると認める場合は、この限りでない。 

（４） 乳児 年齢基準日において満１歳に満たない者をいう。 

（５） １歳児 年齢基準日において満１歳から満２歳に満たない者をいう。 

（６） ２歳児 年齢基準日において満２歳から満３歳に満たない者をいう。 

（７） ３歳児 年齢基準日において満３歳から満４歳に満たない者をいう。 

（８） ４歳以上児 年齢基準日において満４歳から小学校就学の始期に達するまでの

者をいう。 

（９） 児童 第４号から第８号までに規定する者をいう。 

（１０） 定員 市長が認証した定員をいう。 

（１１） 保育従事者 保育士及び保育士資格を持たない者で保育に従事する者をいう。 

（１２） 認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号。）第２条第６項に規定する施設をいう。 

 （年齢基準日） 

第３条 年齢基準日は、保育の利用が開始された日の属する年度の初日の前日とする。 



 

 （事業内容） 

第４条 認証保育所においては、次の各号により事業を実施するものとする。 

（１） 保護者との直接契約により委託を受けて、保育を必要とする児童を保育する。 

（２） 原則として、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日、年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）を除き開所する。

なお、これ以外に休所する場合は、事前に保護者の理解を得るものとする。 

（３） 基本保育時間として１日につき午前６時から午後８時までの間で１１時間以上

開所する。なお、そのうち８時間を通常保育時間とし、個々の児童の保育時間は認

証保育所と保護者が協議して決めるものとする。 

（４） 利用者の保育ニーズにより、延長保育、夜間保育、休日保育、一時保育等を実

施することは本事業において妨げない。 

 （設置者の要件） 

第５条 認証保育所としての認証を受けることができる者は、法人であって、次の各号の

要件を満たすものとする。ただし、第４号に掲げる要件にあっては、市長が必要がある

と認める場合は、この限りでない。 

（１） 本事業に関し、不正又は不誠実な行為をする恐れがあると認めるに足りる相当

の理由がないこと。 

（２） 認証保育所を運営するために必要な経済的基盤があること。 

（３） 認証保育所開始時点において、保育所、認定こども園、小規模保育事業、事業

所内保育事業又は法第５９条の２第１項の規定による届け出がされた認可外保育

施設を６月以上良好な運営をしていること。 

（４） 市税を滞納していないこと。 

（５） 市の保育行政をよく理解して積極的に協力できること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する法人は、認証保育所とし

ての認証を受けることができない。 

（１）法人の役員等（役員の代表者、その他経営に実質的に関与している者をいう。以

下同じ。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損



 

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与していると

き。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしているとき。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

（認証保育所の事業類型） 

第６条 認証保育所は、認証保育所Ａ型、認証保育所Ｂ型とする。 

 （認証基準） 

第７条 認証保育所としての認証を受けることができる施設は、認可外保育施設指導監督

基準（平成１３年３月２９日付雇児発第１７７号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知「『認可外保育施設に対する指導監督の実施について』」（別添））のほか、次の基準を

満たすものとする。 

（１） 認証保育所Ａ型 

ア 職員等 

認証保育所Ａ型においては、健全な心身を有し、児童の保育に熱意のある者 

を配置すること。また、最低限として、以下の職員を配置すること。 

（ⅰ） 施設長、保育士、調理員、嘱託医及び嘱託歯科医を配置すること。 

（ⅱ） 施設長は、保育士若しくは保育所等（児童福祉施設、認定こども園、小規模

保育事業、事業所内保育事業、船橋市認証保育所又は認証保育所に移行した施

設における移行前の認可外保育施設をいう。）に２年以上従事した者（年間２４

０日以上、１日６時間以上の勤務をした者とする。）とし、常勤職員とすること。

ただし、施設長が保育士でない場合は、主任となる保育士を常勤職員として配

置すること。 

（ⅲ） 認証保育所Ａ型の通常保育時間において必要な保育士の数は、乳児おおむ

ね３人につき１人以上、１歳児及び２歳児おおむね６人につき１人以上、３歳

児おおむね２０人につき１人以上、４歳児以上おおむね３０人につき１人以上

を配置すること。ただし、２人を下回ることはできないものとする。なお、必

要な保育士数の算定方法は、各年齢の入所児童数を前記の年齢別保育士配置基



 

準数で除し、小数点以下第１位（小数点以下第２位を切り捨て）まで求め、こ

れを合計し、小数点以下第１位を四捨五入したものとする。 

（ⅳ） 通常保育時間外において必要な保育従事者の数は、乳児おおむね３人につ

き１人以上、１歳児及び２歳児おおむね６人につき１人以上、３歳児おおむね

２０人につき１人以上、４歳児以上おおむね３０人につき１人以上を配置する

こと。ただし、そのうち３分の１以上は保育士とし、保育士は１人、保育従事

者は２人を下回ることはできないものとする。なお、必要な保育従事者数の算

定方法は、各年齢の入所児童数を前記の年齢別保育従事者配置基準数で除し、

小数点以下第１位（小数点以下第２位を切り捨て）まで求め、これを合計し、

小数点以下第１位を四捨五入したものとする。 

（ⅴ） 調理員は、定員４０人以下の施設においては１人以上、定員４１人以上の

施設においては２人以上、定員１５１人以上の施設においては３人以上配置す

ること。ただし、「保育所における調理業務の委託について」（平成１０年２月

１８日付児発第８６号厚生省児童家庭局長通知。以下、「調理業務委託基準」と

いう。）に準じて調理業務を第三者に委託し、施設内の調理室を利用して調理さ

せる場合は、調理員を置かないことができる。 

イ 設備構造等 

   認証保育所においては、その目的を達成するための必要な設備を設けること。ま

た、最低限として、児童の保健衛生及び危険防止に十分な配慮がされた、以下の設

備構造（採光、換気等を含む）を設けること。 

（ⅰ） ほふくをしない乳児を保育する場合は、保育室の面積を１人当たり１．６

５㎡以上、ほふくをする乳児（立ち歩きをはじめた乳児を含む。以下同じ。）

及び１歳児を保育する場合は、保育室の面積を１人当たり３．３㎡以上とす

ること。 

（ⅱ） ２歳児以上を保育する場合は、保育室の面積を１人当たり１．９８㎡以上

とすること。 

（ⅲ） 乳児の保育室は、１歳児以上の保育室と区画されていること。なお、ほふ

くをしない乳児とほふくをする乳児を一の区画で保育を行う場合並びにほふ

くをする１歳児（立ち歩きをはじめた１歳児を含む。）とその他の児童を一の

区画で保育を行う場合は、安全を確保すること。 



 

（ⅳ） ２歳児以上を保育する場合は、１人当たり３．３㎡以上の屋外遊戯場を設

けること。ただし、認証保育所の周辺にこれに代えることができる公園等が

ある場合はこの限りでない。 

（ⅴ） 乳児及び１歳児を保育する場合は、体調不良児が安静に過ごせる通常の保

育室と区画された医務室又は医務コーナーを設けること。 

（ⅵ） 調理室及び便所を設けることとし、保育施設として一体的な活用ができる

こと。 

（ⅶ） 便所は１歳児以上２０人につきおおむね便器が１個以上設けられているこ

と。なお、３歳児以上の幼児を保育する場合は、区画された便所があること。 

（ⅷ） 調理室は、保育室及び便所と区画されており、定員に見合う面積及び設備

を有し、衛生及び危険防止に十分な配慮がされていること。 

（ⅸ） 保育室を２階以上に設ける場合は、児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準（昭和２３年１２月２９日厚生省令第６３号。以下「設備運営基準」と

いう。）第３２条第８号の規定を準用するものとする。 

（ⅹ） 認証保育所を設置する建物の管理者又は所有者、当該建物に居住している

住民及び当該建物の近隣に居住している住民等に対して本事業を行うことにつ

いて事前に十分な説明を行うこと。 

ウ 定員 

  定員については、６人以上とすること。 

エ 保育内容 

  認証保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことを特性とし、以下の

事項を遵守すること。 

（ⅰ） 関係法令や設備運営基準第３５条の規定に基づき内閣総理大臣が定める指

針に則って保育を健全かつ円滑に実施すること。 

（ⅱ） 児童が健康、安全で情緒の安定した生活ができる環境を用意すること。ま

た、健全な心身の発達を促すため、健康状態、遊び、昼寝等につき、より個

別的な配慮がされた保育内容とすること。 

（ⅲ） 保護者と密接に連絡を取り合い、保護者の意向を考慮した保育を実施する

とともに、保育内容等につき、理解及び協力を得るよう努めること。 

オ 給食等 



 

   認証保育所においては、以下の事項を遵守した給食を実施すること。 

（ⅰ） 施設内で調理された給食を提供すること。 

（ⅱ） 献立はできる限り変化に富み、児童の健全な発育に必要な栄養量を満たす

ものであること。また、食品の種類及び調理方法についても、栄養並びに児

童のアレルギー疾患等及び嗜好を考慮したものであること。 

（ⅲ） 調理室、調理設備、調理器具・容器及び食器の衛生管理は、大量調理施設衛

生管理マニュアル（平成９年３月２４日付衛食第８５号厚生省生活衛生局長

通知「大規模食中毒対策等について」（別添））を参考に行い、細心の注意を

払うこと。また、検食等を実施すること。 

カ 非常災害 

（ⅰ） 収容人員（認証保育所に従事する職員の数及び児童の数の総数）が３０人以

上の認証保育所にあっては、消防法（昭和２３年法律第１８６号）第８条第１

項の規定に準じて防火管理者を定め消防計画を作成するとともに、同法第８条

第２項の規定に準じてこれを届け出ること。 

（ⅱ） 収容人員が３０人未満の認証保育所にあっては、消防計画を作成しなけれ

ばならない。 

（２） 認証保育所Ｂ型 

ア 職員等 

 認証保育所Ｂ型においては、健全な心身を有し、児童の保育に熱意のある者 

を配置すること。また、最低限として、以下の職員を配置すること。 

（ⅰ） 施設長、保育従事者、調理員、嘱託医及び嘱託歯科医を配置すること。 

（ⅱ） 認証保育所Ｂ型の通常保育時間において必要な保育従事者の数は、乳児お 

おむね３人につき１人以上、１歳児及び２歳児おおむね６人につき１人以上、

３歳児おおむね２０人につき１人以上、４歳児以上おおむね３０人につき１

人以上を配置すること。ただし、そのうち２分の１以上は保育士とし、保育従

事者は２人を下回ることはできないものとする。また、保育従事者（保育士を

除く。）は市長の指定する研修を修了した者（以下「研修を修了した者」とい

う。）とすること。なお、必要な保育従事者数の算定方法は、各年齢の入所児

童数を前記の年齢別保育従事者配置基準数で除し、小数点以下第１位（小数

点以下第２位を切り捨て）まで求め、これを合計し、小数点以下第１位を四捨



 

五入したものとする。 

（準用） 

第８条 第７条第１号ア（ⅱ）、同号（ⅳ）及び（ⅴ）並びに同号イからカまでの規定は認 

証保育所Ｂ型について準用する。 

（食事の提供の特例） 

第９条 第７条第１号オ（ⅰ）の規定にかかわらず、３歳児以上に対する食事の提供につ

いては、設備運営基準第３２条の２の規定を準用するものとする。 

 （保育料） 

第１０条 保育を必要とする児童に対する基本保育時間にかかる保育料（以下「基本保育

料」という。）は、基本保育時間内の人件費、給食代、おやつ代、保育材料費、光熱水費、

施設の管理費等の経費とする。 

２ 基本保育料については、補助金等の収入を勘案し保護者の保育料負担の軽減に努める

とともに、適切な額を設定すること。なお、基本保育料は第２条第４号から第８号に掲

げる児童ごとに設定するものとする。 

３ 延長保育料、その他の事業料、入所する際の一時的な入会金、設備整備費等について

は、利用者の理解を得たうえで、適切な額を設定することができるものとする。 

４ 保育料について、設定時及び変更時に市長に報告するものとする。 

 （認証手続） 

第１１条 認証を受けようとする設置者は、市が指定する申請期間中に「船橋市認証保育

所認証申請書」（第１号様式）に必要書類を添えて市長へ提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、認証の適否を審査するものとする。なお、市長

は、必要に応じて施設の現地調査を実施することができる。 

３ 市長は、第１項による申請があった内容を承認するときは、設置者に対し「船橋市認

証保育所認証内定通知書」（第２号様式）で通知するものとする。 

４ 市長は、第１項により申請があった内容を承認しなかったときは理由を付して、その

旨を設置者に対し「船橋市認証保育所認証不承認通知書」（第３号様式）で通知するもの

とする。 

５ 第３項により内定を受けた設置者は、承認された内容の履行後に、「船橋市認証保育所

開始準備完了届」（第４号様式）に必要書類を添えて市長へ提出し、検査を受けるものと

する。なお、事業開始承認日までに検査が完了しない場合は、第３項による内定を取り



 

消し認証しないものとし、設置者に対し「船橋市認証保育所内定取消通知書」（第５号様

式）で通知するものとする。 

６ 市長は、前項により届け出された事項が、第３項で内定した内容のとおりであること

を確認したときは認証するものとし、設置者に対し「船橋市認証保育所認証通知書」（第

６号様式）で通知するものとする。 

７ 市長は、第５項により届け出された事項が、第３項で内定した内容のとおりでないと

きには、内定を取り消し認証しないことができるものとする。その場合には理由を付し

て、設置者に対し「船橋市認証保育所内定取消通知書」（第５号様式）で通知するものと

する。 

 （辞退、廃止又は休止） 

第１２条 設置者は、次の各号のいずれかに該当するときは、市長と事前協議のうえ辞退、

廃止又は休止しようとする日の６月前までに「船橋市認証保育所辞退・廃止・休止願」

（第７号様式）を市長へ提出するものとする。また、設置者は第１号の規定による辞退、

廃止又は休止をしようとするときは、当該提出のあった日の前１月以内に保育の提供を

受けていた者であって、当該辞退、廃止、又は休止する日以後においても引き続き保育

の提供を希望する者に対し、必要な保育が継続的に提供されるよう、他の施設の設置者

その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。 

  なお、事前に利用者への説明会を実施する等し、周知及び理解を図るものとする。 

（１） 認証を辞退しようとするとき。 

（２） 認証保育所を廃止しようとするとき。 

（３） 認証保育所を休止しようとするとき。なお、休止とは原則として１年を超えな

い期間において再開できる場合をいう。 

２ 市長は、前項により届け出された事項について、承認するときは設置者に対し「船橋

市認証保育所辞退・廃止・休止承認通知書」（第８号様式）で通知するものとする。 

３ 設置者は、休止した認証保育所を再開しようとするときは、市長と事前協議のうえ「船

橋市認証保育所再開願」（第９号様式）に必要書類を添えて市長へ提出するものとする。 

４ 市長は、前項により届け出された事項について、承認するときは設置者に対し「船橋

市認証保育所再開承認通知書」（第１０号様式）で通知するものとする。 

 （認証内容の変更） 

第１３条 設置者は、認証を受けた次の各号のいずれかの内容を変更するときは、事前に



 

市長と協議のうえ「船橋市認証保育所認証内容変更申請書」（第１１号様式）に必要書類

を添えて市長へ提出するものとする。 

  なお、事前に利用者への説明会を実施する等し、周知及び理解を図るものとする。 

（１） 施設の名称及び所在地 

（２） 設置者の名称及び所在地 

（３） 施設長の氏名及び住所 

（４） 建物・設備及び屋外遊戯場の規模構造又は定員 

（５） 園舎敷地・建物の使用に係る権利関係 

（６） 保護者負担金等 

（７） 施設の開所時間等、その他運営上の重要事項 

２ 市長は、前項により届け出された事項について、承認するときは、設置者に対し「船

橋市認証保育所認証内容変更承認通知書」（第１２号様式）で通知するものとする。 

 （認証取消） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、理由を付して設置者に対し「船

橋市認証保育所認証取消通知書」（第１３号様式）で通知することにより、認証を取り消

すことができるものとする。 

（１） 保育内容や設備等に重大な過失があったとき。 

（２） 認証保育所が認証の基準に適合しなくなったとき。 

（３） 虚偽の申請やその他不正の事実が判明したとき。 

（４） 船橋市認証保育所運営費補助金交付要綱の規定に違反したとき。 

（５） 改善勧告をしたにもかかわらず改善が図られないとき。 

（６） その他、取り消すことが適当であると認められるとき。 

 （調査及び指導等） 

第１５条 市長は、認証保育所に対し少なくとも年１回以上、保育及び運営内容等につい

て、財務諸表（他事業分を含む。）及び帳簿書類その他必要な事項を調査（施設立入調査

を含む。）し、口頭及び文書により指導し、監督するものとする。 

２ 設置者は、調査及び指導監督に応じるものとする。なお、調査及び指導監督の全部又

は一部を、市が第三者に委託した場合は、市は調査及び指導監督にかかる必要な事項を

市が委託した第三者へ提供できるものとする。 

３ 市長は、保育及び運営内容等に問題があると認められる認証保育所に対し、必要に応



 

じ文書により改善勧告を行うものとする。 

４ 前項の勧告を受けた設置者は、１月以内に改善状況又は改善計画を文書にて報告する

ものとする。なお、３月以内に改善できない場合は、第１４条の規定による認証の取り

消しを行うものとする。 

 （秘密保持等） 

第１６条 設置者は、本事業により知り得た秘密（入所児童又はその家族の個人情報を含

む）を漏らし、又は不当な目的に使用してはならないものとする。 

２ 前項の規定は、認証保育所の廃止・休止及び取り消し以降の期間についても適用する

ものとする。 

３ 設置者は、職員が本事業により知り得た秘密を漏らし、又は不当な目的に使用しない

よう、必要な措置を講じなければならない。 

 （書類の整備） 

第１７条 設置者は、本事業にかかる予算及び決算の内容を明らかにした調書を作成し、

これを事業完了後５年間保存しておかなければならない。また、これを市長に報告する

とともに保護者等の閲覧に供すること。 

 （会計処理） 

第１８条 設置者は、本事業に関する補助金、保護者負担金及びその他の収入により適正

な運営を行い、決算上の剰余金は下記を目安として、将来発生する修繕費用等に使用す

るための積立金・引当金として処理をしなければならない。 

当期の剰余金 × 
補助金収入額 

全収入額 

 （運営委員会） 

第１９条 設置者は本事業の運営及び提供する保育内容等について利用者から意見を聴取

するため、次に掲げるところに従い運営委員会（以下「委員会」という。）を設置するこ

と。 

ア 委員会の委員は６人以上とし、保育事業について知識経験を有する者、利用者及び

施設長を含むものとする。ただし、委員は施設長を含め施設職員を３人以上含めない

ものとする。 

イ 委員会の議決事項は、予算、決算、事業計画、事業報告その他の本事業に係る重要

事項とすること。 



 

ウ 委員会の会議は、年２回以上開催すること。 

エ 委員会の会議については、議事録を整備すること。 

 （入所の応諾義務） 

第２０条 設置者は、認証保育所の利用者を限定せず、広くかつ公平に市民の利用に供す

ることとし、入所の申し込みがあったときは、次の各号に掲げる場合を除き当該申し込

みを拒否できないものとする。 

（１） 定員に空きがない場合 

（２） 定員を超える申し込みがあった場合 

（３） その他やむを得ない事情がある場合 

２ 前項第２号の場合であって入所する児童を選考するときは、公正な方法により行うこ

ととし、選考方法等を公表すること。 

 （苦情への対応） 

第２１条 保護者等からの児童の保育に関する苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦

情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じること。 

 （遵守事項） 

第２２条 設置者は、施設運営にあたって、次の各号を遵守するものとする。 

（１） 本事業を第三者に委託しないこと。ただし、調理業務委託基準に準じて調理業

務を第三者に委託する場合はこの限りでない。 

（２） 過失により、利用者等に損害を与えた場合は、これを賠償するものとし、これ

に十分な賠償責任保険に加入すること。 

 （補助金） 

第２３条 認証保育所に交付する補助金に関しては、市長が別に定める。 

 （補則） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施等に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

  この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 



 

  この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。（一部改正） 

附 則 

 （施行期日） 

  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。（一部改正） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。（一部改正） 

（認証基準の非常災害に関する経過措置） 

２ 第７条第１号カ（ⅰ）に規定する防火管理者が認証保育所開始時点に定められない場

合で、設置者により火災や災害等に対応する十分な計画が作成されている場合は、認証

保育所の開始後１年以内に防火管理者を定め消防計画を作成するとともに届け出ること

を条件に、本事業を実施することができる。 

（認証保育所Ｂ型に関する経過措置） 

３ 第７条第２号ア（ⅱ）に規定する研修を修了した者については、認証保育所Ｂ型を開

始した日又はその者を雇用した日のいずれか遅い日から１年以内に市長の指定する研修

を修了する者とする。 

 （認証保育所の事業類型に関する経過措置） 

４ 平成２７年９月３０日以前に市長が認証した認証保育所は認証保育所Ａ型とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。（一部改正） 

（保育士配置に関する経過措置） 

２ 第７条第１号ア（ⅲ）及び同条第２号ア（ⅱ）に規定する保育士の数の算定について

は、当分の間、当該認証保育所に勤務する保健師、看護師又は准看護師（以下、この項

において「看護師等」という。）を、１人に限って、保育士とみなすことができる。ただ

し、乳児の数が４人未満である認証保育所については、子育てに関する知識と経験を有

する看護師等を配置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに当たって当該認証保育所の

保育士による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

３ 当分の間、第７条第１号ア（ⅲ）ただし書の規定を適用しないことができる。この場

合において、同号ア（ⅲ）の規定により必要な保育士が１人となるときは、当該保育士



 

に加えて、市長が認める者を置かなければならない。 

４ 当分の間、第７条第１号ア（ⅲ）に規定する保育士の数の算定については、幼稚園教

諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第

１４７号）第４条第２項に規定する普通免許状をいう。）を有する者を、保育士とみなす

ことができる。 

５ 当分の間、通常保育時間を通じて必要となる保育従事者の総数が、当該認証保育所に

係る定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を超えるときは、第７条第１

号ア（ⅲ）に規定する保育士の数の算定については、市長が認める者を、通常保育時間

を通じて必要となる保育従事者の総数から定員の総数に応じて置かなければならない保

育士の数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみなすことができる。 

６ 前２項の規定を適用するときは、保育士（附則第２項又は前２項の規定により保育士

とみなされる者を除く。）を、保育士の数（前２項の規定の適用がないものとした場合の

第７条第１号ア（ⅲ）の規定により算定されるものをいう。）の３分の２以上、置かなけ

ればならない。 

７ 附則第３項及び第５項に規定する市長が認める者とは、次の各号に掲げる者をいう。 

（１） 子育て支援員研修（子育て支援員研修事業の実施について（平成２７年５月２

１日付雇児発０５２１第１８号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に定め

る子育て支援員研修のことをいう。）の地域保育コース（地域型保育に分類される

ものをいう。）を修了した者 

（２） 家庭的保育者 

（３） 市長の指定する研修を修了した者（認証保育所 A型を開始した日又はその者を

雇用した日のいずれか遅い日から１年以内に市長の指定する研修を修了する者

を含む。） 

（４） 幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者 

  附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。（一部改正） 

 附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成２９年９月１５日から施行する。（一部改正） 



 

 附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。（一部改正） 

 附 則 

 この要綱は、令和２年７月１日から施行し、令和２年４月１日から適用する。（一部改

正） 

  附 則 

 この要綱は、令和５年４月２１日から施行する。（一部改正） 

附 則 

 この要綱は、令和６年２月６日から施行し、令和５年５月１日から適用する。（一部改

正） 

 

 

別表第１ 

区分 保育の利用期間 

ア １月において、６４時間以上労働すること

を常態とすること。 

イ 疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神

若しくは身体に障害を有していること。 

ウ 同居の親族（長期間入院等をしている親族

を含む。）を常時介護又は看護していること。 

エ 震災、風水害、火災その他の災害の復旧に

当たっていること。 

オ 児童虐待の防止等に関する法律（平成１２

年法律第８２号）第２条に規定する児童虐待を

行っている又は再び行われるおそれがあると

認められること。又は配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年

法律第３１号）第１条に規定する配偶者からの

小学校就学の始期に達するまでの期

間。 



 

暴力により児童の保育を行うことが困難であ

ると認められること。 

カ 妊娠中であるか又は出産後間がないこと。 出産月の前２月（多胎妊娠の場合は出

産月の前４月）から出産日から起算し

て８週間を経過する日の翌日が属する

月の末日までの期間。 

キ 求職活動（起業の準備を含む。）を継続的に

行っていること。 

求職活動を開始した日から起算して９

０日を経過する日が属する月の末日ま

での期間。 

ク 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

１条に規定する学校、同法第１２４条に規定す

る専修学校、同法第１３４条第１項に規定する

各種学校その他これらに準ずる教育施設に在

学していること。又は職業能力開発促進法（昭

和４４年法律第６４号）第１５条の７第３項に

規定する公共職業能力開発施設において行う

職業訓練若しくは同法第２７条第１項に規定

する職業能力開発総合大学校において行う同

項に規定する指導員訓練若しくは職業訓練又

は職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成２３年法律第４７

号）第４条第２項に規定する認定職業訓練その

他の職業訓練を受けていること。 

保護者の卒業予定日又は修了予定日が

属する月の末日までの期間。 

ケ 育児休業をする場合であって、当該保護者

の当該育児休業に係る児童以外の児童が当該

育児休業の間に認証保育所を利用することが

必要であると認められること。 

左欄に掲げる区分に該当するものとし

て市長が認めた期間。 

コ 育児休業をする場合であって、当該保護者

の当該育児休業に係る児童が当該育児休業終

月の１日から１５日までの間に就業を

開始する場合は当該月の前月１日から



 

了後に認証保育所を利用することが必要であ

ると認められ、かつ、育児休業終了後に当該保

護者が１月において、６４時間以上労働するこ

とを常態とすること。 

就業を開始する日の前日まで。 

月の１６日から末日までの間に就業を

開始する場合は当該月の１日から就業

を開始する日の前日まで。 

 

 



 

第１号様式 

 

  年  月  日 

 船 橋 市 長    あて 

 

船橋市認証保育所認証申請書 

 

設置者 所在地 

    名 称 

    代表者名                ㊞ 

 

 

  船橋市認証保育所 型の認証を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

  〔認証を受けたい認可外保育施設〕 

名 称  

所在地  

定 員  

管理者氏名  

設置年月日  

 

 



 

第２号様式 

 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所認証内定通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

   年  月  日付けで申請のあった、船橋市認証保育所 型として認証することに 

ついて、下記のとおり内定したので通知します。 

 

記 

 

 １ 認証することが内定した認可外保育施設 

名 称 
                  

 

所在地  

定 員  

 

 ２ 事業開始承認予定年月日      年   月   日  

 

 ３ 認証の条件 

 

 



 

第３号様式 

 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所認証不承認通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

  年  月  日付けで申請のあった、船橋市認証保育所として認証することについて、 

下記のとおり不承認とするので通知します。 

 

記 

 

 １ 認証することを不承認とした認可外保育施設 

名 称  

所在地  

 

 ２ 理由 

 

 

 

 

 

 



 

第４号様式 

 

  年  月  日 

 船 橋 市 長    あて 

 

船橋市認証保育所開始準備完了届 

 

設置者 所在地 

    名 称 

    代表者名                ㊞ 

 

 

 年  月  日付け 第  号で通知された、船橋市認証保育所の認証内定について、 

下記のとおり開始する準備が完了したので必要書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

 １ 認証保育所を開始する準備が完了した認可外保育施設 

名 称  

所在地  

定 員  

 

 ２ 事業開始承認予定年月日      年   月   日  

 

 

 

 



 

第５号様式 

 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所認証内定取消通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

  年  月  日付け 第  号で通知した、船橋市認証保育所の認証内定について、 

下記のとおり取り消し認証不承認とするので通知します。 

 

記 

 

 １ 認証することの内定を取り消す認可外保育施設 

名 称  

所在地  

 

 ２ 理由 

 

 

 

 

 

 



 

第６号様式 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所認証通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

  下記のとおり認可外保育施設を、船橋市認証保育所 型として認証する。 

 

記 

名   称 
                  

 

所 在 地  

定   員  

認証開始年月日  

設 置 者  

管理者氏名  

認証番号  

 

 

 

 

 



 

第７号様式 

 

  年  月  日 

 船 橋 市 長    あて 

 

船橋市認証保育所辞退・廃止・休止願 

 

設置者 所在地 

    名 称 

    代表者名                ㊞ 

 

 

  年  月  日付け  第  号で通知された、船橋市認証保育所の認証について、 

下記のとおり（ 辞退・廃止・休止 ）したいので願い出ます。 

 

記 

 

 １ 認証を（ 辞退・廃止・休止 ）したい認証保育所 

名 称  

所在地  

定 員  

 

 ２ 辞退・廃止・休止予定年月日      年   月   日  

 

 ３ 辞退・廃止・休止したい理由 

 

 

 



 

第８号様式 

 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所辞退・廃止・休止承認通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

  年  月  日付けで願のあった、船橋市認証保育所の認証について、下記のとおり 

（ 辞退・廃止・休止 ）を承認するので通知します。 

 

記 

 

 １ 認証の（ 辞退・廃止・休止 ）を承認する認証保育所 

名 称  

所在地  

定 員  

 

 ２ 辞退・廃止・休止予定年月日      年   月   日  

 

 ３ 承認の条件 

 

 

 



 

第９号様式 

 

  年  月  日 

 船 橋 市 長    あて 

 

船橋市認証保育所再開願 

 

設置者 所在地 

    名 称 

    代表者名                ㊞ 

 

 

  年  月  日付け 第  号で通知された、船橋市認証保育所の認証休止について、 

下記のとおり再開したいので必要書類を添えて願い出ます。 

 

記 

 

 １ 認証を再開したい認証保育所 

名 称  

所在地  

定 員  

 

 ２ 再開予定年月日      年   月   日  

 

 ３ 再開したい理由 

 

 

 

 



 

第１０号様式 

 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所再開承認通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

 年  月  日付けで願のあった、船橋市認証保育所の認証について、下記のとおり 

再開を承認するので通知します。 

 

記 

 

 １ 認証の再開を承認する認証保育所 

名 称  

所在地  

定 員  

 

 ２ 再開予定年月日      年   月   日  

 

 ３ 再開の条件 

 

 

 

 



 

第１１号様式 

 

  年  月  日 

 船 橋 市 長    あて 

 

船橋市認証保育所認証内容変更申請書 

 

設置者 所在地 

    名 称 

    代表者名                ㊞ 

 

 

 船橋市認証保育所の認証内容を下記のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請し

ます。 

 

記 

 

１ 認証内容を変更したい認証保育所 

名   称  

所 在 地  

認証開始年月日  

 

２ 変更事項 

 

３ 変更内容 

 （１）変更前 

 

 （２）変更後 

 

４ 変更理由 

 

５ 変更年月日 



 

第１２号様式 

 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所認証内容変更承認通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

 年  月  日付けで申請のあった、船橋市認証保育所の認証内容の変更について、 

下記のとおり承認するので通知します。 

 

記 

 

 １ 認証内容の変更を承認する認証保育所 

名 称  

所在地  

 

 ２ 変更内容 

 

 ３ 変更年月日      年   月   日  

 

 

 

 



 

第１３号様式 

 

第     号 

  年  月  日 

 

船橋市認証保育所認証取消通知書 

 

           

             様 

 

船 橋 市 長        

 

  年  月  日付け  第  号で通知した、船橋市認証保育所の認証について、下 

記のとおり取り消すこととするので通知します。 

 

記 

 

 １ 認証を取り消す認証保育所 

名 称  

所在地  

 

 ２ 理由 

 

 

 


